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１．はじめに 
地域住民に対する様々な災害対応を行うのは基本的に

市町村である．しかし，市町村の防災担当部署に配属さ

れるのは一般的に事務系職員であり，自然災害に関わる

専門的知識を持ったものが配属されるわけではない．ま

た，職員数も多くなく，たとえば筆者らの 2014年調査で

は，30%の市町村で専任担当者が 0人，55%の市町村で 2
人以下という状況である(清水・牛山，2015)．一方こう

した状況下で，近年大きな災害が起こる都度，市町村の

防災対応について「検証」が繰り返され(たとえば広島市，

2015)，場合によっては「避難勧告の遅れ」に対して損害

賠償請求が行われる事態(神戸地方裁判所姫路支部平成

25 年 4月 24日判決など)も生じている． 
専門的な教育を受けることもない，少人数の担当者が，

災害時には重い責任を背負うという過酷な環境は，市町

村等にとどまらず，指定公共機関や企業等，様々な組織

において現役で防災に関する実務に携わっている者(以
下では「防災実務者」と呼ぶ)の多くに共通する課題と考

えられる．このような課題への対応策の一つとして，各

種研修の充実が考えられる．防災に関わる人材育成研修

としては，広く一般を対象とした「防災士」などの取り

組みが広がりつつある(山本ほか，2007)．しかし「防災

士」講座は，防災の初歩的な内容が中心で，本稿で考え

る防災実務者に対する研修としては十分とは言えない．

防災実務者を対象とした研修制度としては，人と防災未

来センター，消防科学総合センターなどで2000年代以降

整備がはかられてきた(照本・越山，2011；人と防災未来

センター，2016 など)ほか，2013 年度からは内閣府「防

災スペシャリスト養成研修」もはじまった(内閣府，2014)．
しかしながら，こうした研修制度はまだその緒に就いた

段階であり，その内容は十分確立されたものとは言えな

い．また，研修の多くが関東圏，近畿圏で実施され，地

方での受講機会が少ないといった問題もある．  
本稿では，このような背景下において，筆者らが企画

し，静岡大学および静岡県が共同で実施している「災害

科学的基礎を持った防災実務者の養成(ふじのくに防災

フェロー養成講座)」について，その理念や構築過程と，

受講生対象の追跡調査にもとづく効果について，主に定

性的な分析にもとづき報告，紹介する． 
なお，本稿で取り上げる講座は，文部科学省による地

域再生人材創出拠点の形成事業(2010～2014 年度)の助成

により実施したものである．同事業は 2014年度に終了し

た．本講座自体は 2015 年度以降も継続しているが，本稿

では構想段階の 2010 年度から 2014年度末までの状況を

主にとりまとめる．また本稿の一部は，同事業成果報告

書をもとに全面的に書き改めたものである． 
 
２．講座の目的およびカリキュラム 
２．１ 講座構築前の問題意識 
 静岡県では 1978 年の大規模地震対策特別措置法の制

定などをうけ，県の防災担当部署である「危機管理部」

が 2013 年度時点において職員 177 人(県職員数の 3%)を
擁するなど，地震を中心とした災害対策が積極的に取り

組まれてきた(藤田・牛山，2014)．こうした防災対策の

一環として，防災関係の人材育成制度も整備されており，

日本防災士機構による「防災士」(2003 年認証開始)より

7 年先行する 1996年から「静岡県防災士」養成講座を開

始させたことをはじめ，2013年度時点において 1年間に

静岡県主催の人材育成講座は 17 種類，定員約 1780人に

及んでいる(静岡県，2015)．静岡県はすでに，一般市民

や企業関係者を対象とした，いわば「広く，薄く」の防

災人材育成は，県自身の力で企画・実施可能な状況にな



調査報告  
 

 

                                   

災害情報 No.14  2016                                   217  

っていると言っていい．一方，さらに一歩進めた高度な

知識を持つ人材育成については，静岡県危機管理部と静

岡大学の防災関係研究者間での個人的な意見交換の際な

どに必要性が語られては来たが，2000年代後半まで具体

的な取り組みは行われてこなかった． 
 また，特に阪神・淡路大震災以降の日本では，「公助」

のみに依存した防災体制の限界が指摘され，「自助，共

助」の重要性が言われてきた．あわせて「危機管理」と

いうキーワードがクローズアップされ，災害発生時の対

応ノウハウに関する訓練実施などが盛んに行われてきた．

こうした流れが様々な効果を発揮してきたことは確かで

ある．しかしその一方で，「だれでもできる」ことが優先

され，単なる「防災意識の向上」に力が入れられ，自然

科学的知見が地域防災の現場に十分取り入れられていな

いことも懸念される．また，災害発生後の(狭義の)危機

管理のみでなく，「事前予防」のための対策も重要だが，

これは単なる「防災意識」や「熱意」によって実現でき

るものではなく，科学的，技術的知見が絶対に必要であ

る．例えば 2009年に発生した兵庫県の豪雨災害では，積

極的な避難行動が結果として遭難に繋がった可能性が報

告されている．この事例で人的被害が大きかった地区は，

この町において最も積極的な自主防災活動の取り組みが

見られていたが，同地区において想定していた災害は地

震災害のみで，風水害には注意が及んでいなかったとの

ことである(牛山・片田，2010)．「意識」が高く「熱意」

を持って防災に取り組んだとしても，当該地域の災害に

関する科学的知見が不十分であれば，このような悲劇が

繰り返される可能性もある． 
 
２．２ 講座の基本的概念 
 上記の背景，問題意識にもとづき，静岡大学防災総合

センターでは，静岡県危機管理部と連携し，「ふじのくに

防災フェロー養成講座」を構築し，2011年から開講して

いる．本講座は，現に行政機関や企業等で災害に関する

実務に従事している防災実務者を主な対象として，災害

発生後の「危機管理ノウハウ」にとどまらず，災害の事

前予防を目指し，地域の災害特性を理解し，災害科学的

基礎を背景とした実践的応用力を身につけた人材を育成

することを目的としている．本講座における人材育成は，

防災に関わる知的基礎体力を向上させることに主眼を置

いた養成手法とした．すでに述べたように，静岡県では

「広く，薄く」の防災人材育成講座は，行政機関の手に

よってかなり充実しつつある．本講座は，こうした各種

講座の受講や，様々な防災実務の経験を経た人材をさら

にブラッシュアップさせることを目的としており，静岡

県固有の状況を背景として，大学ならではの高度な講座

を実施することに力点を置いた．本講座の受講を通じ，

「現に仕事で防災に携わっている者」に「災害に関して

専門機関から発せられる情報が理解できる」科学的基礎

知識を習得させることを目指している． 

 
２．３ 応募資格・選考方法・認定基準 
 防災実務者を対象とするという趣旨から，応募資格は，

次の 2条件を共に満たす者とした． 
1)「静岡県防災士」(2010 年度以降「静岡県ふじのくに防

災士」)などなんらかの防災，災害対応，防災教育に関

わる資格を有する者． 
2)行政機関，企業，学校等において、防災に関わる業務

に従事している者． 
なおここで「業務に従事」とは，その仕事に従事する

ことにより，何らかの報酬を得ている者を指す．例えば，

地域の自主防災組織への関与は「業務」とは見なされず，

個人的に「防災に興味がある」といった人も応募対象者

としていない．行政職員に限定した防災研修は防災スペ

シャリスト養成研修等の例があるが，民間も含めた研修

でこうした応募資格を設けているケースは，今のところ

確認できず，本講座の大きな特徴である．これは，現に

防災業務に従事している者を対象とすれば，修了生はほ

ぼ自動的に本講座で身につけた知識，技能を発揮する

「場」を有することになり，少人数の人材育成でも，多

くの人に影響が及び，地域の防災力向上に効果的に寄与

すると考えたためである．  
 講座の受講定員は，１年度当たり 10 名程度とした．こ

れは，個別指導を含むきめ細かな教育を行うことから，

現有の教員等の体制を考慮して可能な範囲を検討したも

のである．  
 受講者の応募は，おおむね 1 月に受付，1月～2月に選

考，3月上旬までに受講者を決定とした．まず一次選考(書
類審査)として受講志願書をもとに，応募資格を満たして

いるか検討し，その上で志願者の希望研修テーマの指導

可能性を検討する．一次選考の結果，受入れ可能性があ

ると判定された志願者に対し，二次選考(口頭試問及び面

接)を行う．これらの結果により，静岡大学および学外の

委員によって構成される研修実施委員会が総合的に判定

する．なお，受験料，入学料，受講料は，2015年度まで

は無料とした． 
 講座の受講期間は毎年 3 月から翌年 3月までの 1年間

を基本とし，翌々年 3月までの 1 年間の延長は認める事

とした．講座の修了認定条件はこの 1年ないし 2年の間

に，次の 3条件すべてを満たすこととした． 
1)24 科目(年度により若干変動)開講される講義・実習科

目のうち 10科目以上を履修認定されること． 
2)ゼミ形式の「地域防災セミナー」に 1 回以上出席する

こと． 
3)個別指導による「修了研修」を通じて研究成果をとり

まとめ学会等の専門的な研究発表の場で発表すること． 
 防災人材育成研修は，数日～10日程度の集中講義型で

完了するケースが多く，人と防災未来センターの災害対

策専門研修，内閣府防災スペシャリスト養成研修，防災

士講座などはいずれもこの形式である．本講座ではこれ
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に加え「修了研修」として，卒論のように 1 年間を通じ

て調査研究に取り組み，発表することを義務づけたこと

が大きな特徴である．修了研修では学会発表を義務づけ

ているがこれは「研究すること」自体を目的とするので

なく，初歩的な研究活動を経験することを「手段」とし

て利用し，研究者等の専門家と対等に議論ができる能力

を会得する事を目指したものである．これら 3条件を満

たした者を修了生とし，静岡県より「ふじのくに防災フ

ェロー」の称号を付与することとした． 
   
２．４ 講座カリキュラム 

２．４．１ 講義・実習科目 
 主に教室での講義形式で実施される科目群を「講義・

実習科目」とした．受講生が社会人で日程調整が難しい

場合が少なくないことを考慮し，必ず 1科目が 1日で終

了する形式とした．原則として土曜日の 9 時半から 18
時の間に実施され，一般的な大学の講義に当てはめると

概ね 4.5 回分に相当する．基本的には静岡大学静岡キャ

ンパス内の防災総合センターセミナー室で開講され，大

学構内や周辺の屋外での実習や，浜松キャンパスでの開

講科目も用意した． 
 講義・実習科目では，講師の話を聞くだけという形式

は排除し，計算，作図など，数値や物理的・質的データ

を用いた作業や，受講生間のディスカッションを必ず伴

うよう，各担当講師に依頼した．また，課題提出を必須

とした．課題もいわゆる「感想レポート」は排除し，必

ず何らかの調査やデータ処理を伴うことを各講師に依頼

した．課題は事後提出が中心だが，事前出題，開講当日

提出とし，提出課題を元に討論を行う科目もある．出席

し，提出課題が合格水準と認められた場合に，当該科目

の履修が認定される． 
 またインターネット経由で受講できるシステムも運用

している．ただし，講師と受講生間の密接な討論に大き

な意義があると考え，ネット受講を履修認定対象とする

のは最大３科目とした．また，野外実習などネット受講

を認めない科目もある． 
 講義・実習科目の内容は，本講座の受講者はすでに防

災に関する基礎的な知識，経験を有していることを前提

としていることから，静岡県の「静岡県防災士講座」や，

日本防災士機構の「防災士講座」で開講されている科目，

内容を参考に，これらの講座で十分取り扱われていない，

防災に関わる自然科学，社会科学の基礎的な科目を中心

に構成した． 
 開講科目の一覧を表 1に示す．科目は，受講生や担当

講師の意見などを参考に，随時見直している．このうち，

「地震計測実習」と「地質学演習」は開講後に担当者の

意見も参考に改称したもので，主たる内容は変化してい

ない．「建築防災学」は担当者確保の都合上 2 年目からの

開講となった．「自然災害科学概論」は，初年度の受講生

らの意見を参考に開講した．災害科学に関する基本的な

考え方の講義と共に，一連の講義の第 1回目に配置し，

受講生間のアイスブレイキングを狙った内容とした．

「防災実務実習」は，「文部科学省地域再生人材創出拠点

の形成事業」としての本講座に対する中間評価時に挙げ

られた意見を参考に，より現場に近い題材・経験を学ぶ

ことを目的に，全日程を学外のフィールド(静岡県の総合

防災訓練に参加・観察)で実施している．なお 2014 年度

末時点では，完全に廃止となった科目は存在しない． 
 

表 1 講義・実習科目の一覧 
科目名 特記事項 

 河川工学 
 火山学 
 気候学* 浜松キャンパスにて開講 
 強震動・地震災害史 
 建築防災学 2012年度より開講 
 災害社会学 
 災害社会工学* 2013年度からは短縮実施 
 地震計測実習* 2012年度まで別名称で実施 
 治山砂防工学 
 自然災害科学概論* 2013年度より開講 
 社会調査演習* 
 水理学 
 地域調査演習* 
 地球化学 
 地質学演習* 2011年度のみ別名称で実施 
 地震学 
 地震工学 
 地理学演習* 
 津波工学 
 統計学演習* 
 防災気象学 
 防災実務実習* 2014年度より開講 
 防災法制度 
 リスク論 
 特記以外の科目は2011～2014年度すべて開講． 
 *の科目はネット受講を認めていない． 
 
２．４．２ 修了研修 
 修了研修は，受講生ごとに担当教員を決め，特定の研

究テーマで調査研究を行うものである．おおむね，大学

の学部における卒業研究と同等と考えて指導することを

各担当教員には依頼している．履修認定条件としては，

学会等の専門的な研究発表の場で，筆頭著者として発表

することを義務づけている．「学会等の専門的な研究発表

の場」は担当教員の専門分野によって様々な事情がある

と考えられるため，研究室のゼミ，学内での発表会など

は該当せず，本学以外の機関が主催する複数機関の研究

者らが出席する会合であることを最低限の目安としてい

る． 
 修了研修の履修認定は各年の 2 月頃に実施し，各年 2
月末の時点で，次の３要件のいずれかを満たすこととし

た． 
1)すでに学会等で発表している． 
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2)学会等での発表を申し込み済みである． 
3)申し込み済みではないが特定の学会等で確実に発表す

る予定が立っている． 
 
２．４．３ 地域防災セミナー 
 地域防災セミナーは本養成講座の受講生，関係する教

員，修了生らによるゼミである．受講生や，関係教員か

らの申し出により随時実施される，比較的自由な使い方

のできるシステムとして用意した．これまでに実施され

た内容を大別すると，下記の 3 種類となる． 
1)修了研修の初期段階で，アイデアを求める，他の受講

生の参加による各種試行を実施するなど． 
2)修了研修のとりまとめ段階で，研究成果の発表や，学

会発表の練習を行うもの． 
3)関係教員による講義・実習科目としての履修認定を伴

わないフリーな講義や，教員や修了生による話題提供． 
 
３．講座の実施状況 
３．１ 応募・受講状況 
 初年度は予想を大きく上回る 53人の応募があった．講

座の定員は 10人程度と予定していたが，応募が旺盛であ

ることから 22人を受け入れた．その後応募者は漸減傾向

にあるが，概ね 30人以上で推移し，各年度とも 20人程

度を受け入れ，2014年度までに計 83人となっている(図 
1)． 
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図 1 各年度の応募者数および受講者数 

 
 受講生の居住地を大別すると図 2となる．各年共に静

岡県内にとどまらず，むしろ県外からの受講生がやや増

えつつあるとも言える．これまで，秋田県，宮城県，東

京都，神奈川県，愛知県，岐阜県からの受講生を受け入

れ，広い範囲から受講生が集まっている． 
 受講生の所属を大別すると，図 3のようになる．市町

村，国，県といった行政機関からの受講生が各年とも概

ね半数を占めるが，企業等からの受講生も少なくない．

ただし，本講座の構築目的からするとメインターゲット

とも言える市町村からの受講生は各年共に 2 割程度にと

どまっている．市町村では，人的な余裕が少ないなど，

受講を難しくしている要因も考えられる．これまでに，

市町村防災担当部署に対する募集要項やシンポジウム案

内等の直接送付，静岡県危機管理部から県内市町への働

きかけなどを実施した．また，2016年度からの有料化に

際して，受講者を出した市町からの要請に基づき公益財

団法人静岡県市町村振興協会による受講料補助制度が整

備されるといった動きも生じている．今後は，市町に出

向いての直接の説明，体験講座の実施なども検討してい

るところである． 
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図 2 受講生の居住地 
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図 3 受講生の所属 

 
３．２ 修了認定状況 
 2011 年度受講開始受講生 22 人中，20 人が受講期限内

の 2012 年度末までに修了認定された．以降，2012 年度

生 20人中 17人，2013年度生 21 人中 14人が修了認定さ

れた．2014年度生は，2015年度末が受講期限未だが，2014
年度末時点で 20人中 10 人が修了認定された．修了者の

合計は 61 人となる． 
 2014年度末に受講期限を迎えた受講生は合計63人で，

うち 51 人が修了，12 人は修了が認定されず，最終的に

「受講辞退」という形となった．修了に至らなかった背

景について体系的には調べていないが，個別に聞く範囲

では，受講期間中に職務内容が変わるなど職場環境の変

化を挙げる声がよく聞かれた．社会人を中心とした講座
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ならではの課題かと思われる． 
 
３．３ 修了後の対応 
 まず，受講生および関係教員の間の連絡を図る目的で，

メーリングリストを講座開始直後から運用している．修

了後も特に本人からの申し出が無い限りリストから削除

していない．修了生から，防災関係の行事案内などが流

されるケースもあり，関係者の連絡網として機能しつつ

ある． 
 当初は，修了後に開講の講義・実習科目は受講できな

いこととしていたが，受講生からの意見を参考にリカレ

ントの狙いも含め，2014年度から「科目受講制度」を新

設し，講義内容を紹介するブログ記事を作成することを

条件に，年間 3 科目までの受講を認める事になった．な

お，地域防災セミナーについては，開講当初から修了生

も自由に出席できることとしている．また，各担当教員

によっては，開講しているゼミに修了生の出席を認めて

いるケースもある． 
 2014年度からは，本講座修了生らと静岡大学のさらな

る連携を図ることを目的として，「静岡大学教育研究支

援員」の制度を新設し，これまでに修了生ら 6人を任命

し，修了研修や講義・実習科目の実施に協力してもらっ

ているほか，研究，普及活動を教員と共同実施している． 
 
４．講座の効果検討 
４．１ 講義等受講終了直後の受講生アンケート 
 まず講義等の受講が概ね終了した時期に，受講生に対

するアンケート調査を行っている．2011年度に受講開始

した受講生に対しては，2012年 1 月に実施し，対象者 22
人中 20人から回答を得た．同様に 2012年度受講生には

2013年 3月に実施し，20人中 15人から，2013年度受講

生には 2014年 6月に実施し，21 人中 10人から回答を得

た． 
 講義・実習科目が 10科目以上必修となっていることに

ついては，各年度とも回答者の 8 割以上が「丁度よい」

と回答し，「多すぎた」との回答はごくわずかだった(図 
4)．最低条件として課した講義・実習科目数は，量的に

特に支障はなかったようである．講義・実習科目の難易

度については年度によりやや違いがあるが，各年度共に

「丁度良かった」の回答が多数派である(図 5)．一方，

修了研修については，各年度とも講義・実習科目に比べ

「難しかった」という回答が多く，概ね 5割以上となっ

ている(図 6)．自由回答で，「この講座で非常に苦労した

こと」についても質問しているが，その中では，「講義・

実習で必須のレポート提出」，「修了研修の学会での発表

が義務づけられている」など，一般的な防災人材育成講

座ではあまり見られない本講座固有の「必修の課題」，

「学会発表」，「修了研修」などが挙げられており，初歩

的な「研究」を経験することが，受講生にとってはやや

難しく感じられたようである．  
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図 4 10科目以上が必修であることについて 
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図 5 講義・実習科目の難易度 
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図 6 修了研修の難易度 
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図 7 講座全体への満足度 
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 しかし，講座全体の満足度については各年度とも「期

待していた以上に良かった」が概ね 7割を占め，「期待外

れだった」はごくわずかである(図 7)．「やや難しかった

が，受講して良かった」といった充足感が平均的な受講

生の印象ではなかろうか． 
 なお自由回答として，本講座による発展的な効果とし

て「この講座の受講を通じて，講義や修了研修以外のご

自身の防災関連業務の中で講義担当の教員や受講生との

人的な連携がありましたか」と尋ねたところ，主な回答

として次のようなものが得られた． 
・所属機関が実施する危機管理演習の評価者として，修

了研修担当教員に参加いただいた． 
・所属機関が組織した委員会に，修了研修担当教員や，

講義担当教員に委員を依頼した． 
・地すべり災害現場の再滑動が工事中に発生したとき、

その原因を講義担当教員に教えていただいた． 
・勤務先の管理する土地を，教員の調査研究のためのサ

ンプリング地点として提供した． 
 これらの回答からは，この講座を受講したことで，い

わゆる「顔の見える関係」となった本講座関係教員に対

して，様々な依頼をしている様子がうかがえる．本講座

の実施を通じて，地域社会に対する実効的な「相談窓口」

が構築された可能性がある． 
 
４．２ 修了 1 年後の受講生・上司アンケート 
 本講座では，受講生が修了してからさらに 1年後にも

アンケートを実施し，追跡調査を行っている．なおこの

際，受講生の上司に当たる方に対するアンケートも合わ

せて送付した．2011 年度受講開始の受講生に対しては

2013年 5月，2012年度受講生に対しては 2014 年 6月に

実施し，合計 24人から回答を得ている． 
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図 8 講座修了 1年後の成果や取組み．回答者 24人．斜

字は重複回答者数． 
 
 このアンケートでは，記述式の設問を主体として，本

講座修了 1年間の受講生自身の防災に対する取り組み例

や，何らかの変化について尋ねている．回答の内容をKJ
法で整理すると，図 8のようになる．回答のあった 24

人中 17人が「学んだことを学会、所属組織内の研究会・

会議、各種の講演会などで発表した」や，「業務の質を高

めるのに役立った」に分類できる内容を回答しており，

16 人は「教員や受講生・修了生との連携があった」に分

類できる内容を回答した．本講座で得たものを，人に対

して発表した受講生が回答者の 7 割を占め，本講座で狙

った受講生の周囲への波及効果がうかがえる．また，教

員や他の受講生と連携を続けている受講生も回答者の 7
割を占め，継続的な人的ネットワークが構築されつつあ

る可能性がある． 
 受講生の上司に対するアンケートは，自由記述でこの

講座の効果について尋ねている．回答は様々なものが見

られるが，一例を挙げると下記のようなものがある． 
a)学会発表した内容を基に職場において課員でシミュレ

ーションを実施し，実災害時にも有効に機能する可能

性がうかがわれた． 
b)防災に関する意識や知識が高まったことから，業務に

おける防災関連の成果内容の充実度が高まった． 
c)気象庁などが発する災害関連情報の意味と留意点など

の読解力がアップし，災害対応時のプライオリティの

つけかたが的確かつ迅速になった． 
d)防災研究の第一人者の教えを受け、知識を深めたこと，

さらに繋がりを持てたことは，社として非常に意義が

ある． 
e)防災のプロという自覚を持って業務のとりまとめが行

えるようになった．仕事の進め方に具体的な防災事例

や防災目標が入り，効果的に仕事が進むようになった． 
f)同僚に対して業務へのアドバイスなども積極的に行う

など、業務に取り組む姿勢が向上した。 
 上記 a)からは，修了研修の取り組みが所属組織の災害

対応に寄与したことが伺える．b)や c)は，講義等で愛知

「知識」が役立っているケースと思われ，これらはいず

れも講座の直接的効果と言えそうである．d)は受講生の

意見でも見られた，研究者との「顔の見える関係」構築

で，所属機関に対しても有効だと示唆される．e)や f)は，

防災業務に対する「態度」の変化を示唆すると思われる．

感覚的ではなく根拠を持った取り組みや，周囲に対する

的確な助言ができるようになったことなどは，本講座の

狙いが実現できているように思われる． 
 
５．おわりに 
 本講座では，受講対象を現役の防災実務者に限定した

が，開講後 5年間にわたり 1年当たり 10人程度と想定し

た受講者数をはるかに上回る旺盛な応募が広域から続い

ており，防災実務者に対してある程度の魅力を持った内

容となっていることが示唆される．修了生はすでに 61
人に上り，修了後も継続的に本講座関係教員，修了生ら

との交流が行われ，静岡大学を拠点とする防災に関する

人的ネットワークが構築されつつあると言っていい． 
 他の防災人材育成講座ではあまり見られない，卒論型
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「修了研修」は，受講生にとって「難しい」と受け止め

られつつも充足感をもって受け止められている可能性が

高い．修了研修の内容が修了生の実務に生かされている

といった声も見られる他，その成果がマスメディア等で

取り上げられるケースも少なくないたとえば，向井・牛

山(2014)や塩崎・牛山(2014)の成果は，全国紙，地方紙各

紙で報じられており，塩崎・牛山(2014)は自治体の避難

計画にも直接取り入れられている．また，本稿で参照し

た藤田・牛山(2014)や清水・牛山(2015)はいずれも受講生

による修了研修の成果である． 
 現在，喫緊かつ重大な課題は，文部科学省の助成終了

に伴う運営資金の確保策である．2015 年時点では，静岡

県および静岡大学からの予算拠出と，運営経費の見直し

などによって急場をしのいでいるが，2016年度からはさ

らに1年間12万円の受講料徴収を行う予定である．今後，

さらに本講座の具体的な成果を示す取り組みを続け，講

座の継続，発展を目指したいと考えている． 
 
謝辞：本講座の実施に当たっては，元・静岡県危機管理
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機管理部の関係各位から多大なご助力をいただいている．
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千恵子事務補佐員から多大なご協力をいただいた．また，
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